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安倍政権　経済の失政―消費税増税は中止し退陣をー
安倍首相は、一昨年４月と来年４月の合わせて、５％も消費税率を引き上げる増税を推進し、「リーマン・ショックあるいは大震災のような状況が起きない限り、増税は予定通り実施する」と再三発言してきました。　　　　　　　　　　　　　ｐ５月２７日閉幕した「伊勢志摩サミット」（主要国首脳会議）では、世界経済の不安に対処するため財政政策を含む対策の強化が合意されたとして、来年４月からの消費税増税を延期する方針を明らかにしました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ世界経済を持ち出すまでもなく、日本経済と国民の暮らしを見れば消費税増税は中止以外ないことは明らかです。安倍首相が「リーマン・ショック前に似ている」などと大げさな表現で世界経済の不安を持ち出しているのは、自らの経済運営の失敗の責任を転嫁し、当面する参議院選挙などを乗り切ろうという党略的な発想です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「サミット」の経済討議で「リーマン・ショック前に似ている」と突然言い出し、参加した首脳からも異論が出たといわれるように、議論が尽くされたものでも、国際的に通用するものでもありません。サミットの首脳宣言でも「世界経済の回復は続いている」としており、首脳からは「危機」という表現に反対が相次いだほどです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相は「サミット」閉幕後の記者会見で、サミットでは株価の下落や新興国経済の「陰り」など世界経済の不安が話し合われたとして、対応を誤れば「危機」に陥る、サミット参加国が協調して金融・財政・構造の「３本の矢」を放っていかなければならないと強調しました。そのため日本としても、消費税増税延期の是非について検討し参議院選前に明らかにするとしました。　　　　　　　　　　　　　　ｐ来年４月からの消費税増税が問題になっているのは、３年余りにわたった安倍政権の経済政策｢アベノミクス｣では日本経済の再生や国民の暮らしが良くなる見通しが立たず、なにより一昨年４月の消費税増税の悪影響が残って消費が冷え込んでしまっているからです。安倍首相は｢アベノミクス｣の破綻を認めず、「サミット」で世界経済への不安が話し合われ、その対策が求められたからといって消費税の増税延期に踏み切る魂胆ですが、これこそ責任回避というしかありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ消費税の増税を中止するだけでなく、安倍首相は自らの失政を認め、政権を担当してきた者としての責任を明確にして、退陣すべきです。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
オバマ米大統領広島訪問―核なき世界へ具体的行動をー
アメリカ大統領として初めて被爆地・広島市の平和記念公園を訪問し、「核兵器なき世界を追求」すると演説したことは、歴史的な一歩です。この決意を生かすためには、核兵器禁止条約の国際交渉に踏み出すなど、核兵器廃絶の実現へ向けて具体的な行動へすすむことが強く求められます。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐオバマ大統領は大統領就任直後の２００９年４月のプラハでの演説で、「核なき世界」の実現を訴え、ノーベル平和賞を受賞しました。広島訪問は、大統領の任期切れを前に、これをあらためて想起させるものですが、問題はこれから｢核兵器のない世界｣の実現へつなげるかどうかです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本政府は核兵器禁止の法的措置を討議する国際会議で、核保有国の代弁者としてふるまっています。唯一の被爆国にあるまじき態度です｡｢核抑止力」論や「核の傘」論を正し、核兵器廃絶の国際的世論を広げることが重要です。
２０１６年　平和大行進

日時　　　　　６月１２日（日）午前９時集合

場所　　　　　桑名市役所南　「新矢田公園」

パレード　　　桑名市役所―朝日町役場―近鉄川越富洲原駅

主催　　　　　原水爆禁止世界大会桑名員弁実行委員会
２０１６年　６月議会スケジュール
関連予定　６月　６日（月）午後　５時　６月議会への請願の受付最終日
６月　７日（火）午前１０時　各派代表者会議、議会運営委員会
６月１４日（火）　午前１０時　　本会議開会（議案上程、提案説明）
６月２０日（月）、２１日（火）、２２日（水）、２３日（木）　
午前１０時  本会議（議案質疑・一般質問）
６月２４日（金）、２７日（月） 　午前１０時　常任委員会
７月　４日（月）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
学校教育あり方検討委員会　―「小中一貫校」とはー
２０１６年４月から、小中一貫の｢義務教育学校｣が制度化されました。１人の校長のもとに１つの教職員集団からなり、同一敷地内にある「施設一体型」と、小学校と中学校が離れた場所にある「分離型」、隣接する「隣接型」があります。

小中一貫校と非一貫校を同一条件で比較した研究調査はまだ行われておらず、よく言われる「中一ギャップ」の解消も科学的な根拠がある訳ではありません。
一部の自治体が導入（現在１１３０件）に積極的ですが、きわめて冷やかに見つめる自治体や様子見を決め込む自治体も数多くあります。導入反対の住民運動も多くの地域で起こっています。小中一貫校の目的は、コスト削減のための統廃合であり、国民の広範な教育要求を反映してつくられた制度ではありません。

桑名市では「公共施設等総合管理計画」と並行して、児童・生徒の少人数化を理由に、学校の統廃合を進めようとしています。
上下水道事業経営戦略―水道料金、下水道利用料金の値上げを質すー
５月９日の全員協議会で「桑名市上下水道事業経営戦略」(水道料金４０％、下水道利用料金２１％値上げ)についての説明がありましたが、都市経済委員会では詳細の説明を求め、５月２７日に都市経済委員会協議会を開催し、事前の質問に回答がありました。私は２３項目ほどあげましたが主なものは下記の通りです。納得のできる回答ではなく、値上げを決める前に市民への説明会を求めました。

【質問１】「桑名市上下水道事業経営計画」(平成２４年３月）、「桑名市新水道ビジョン」（平成２６年３月）、「桑名市上下水道事業経営戦略」（平成２８年３月）は、どのように策定したのか。（委託先、費用、住民の意見反映は。）　　　　　　　　　【回答】「経営計画」日本能率協会、２８４万円、市民の意見聴取なし。「新水道ビジョン」新日本設計、４９１４万円、アドバイザー会議を開催、パブコメ実施。「経営戦略」富士通総研、４２６万円、市民の意見聴取なし。　　　　　　　　　【質問２】「桑名市上下水道事業経営戦略」策定の目的等について「現行経営計画を引き継ぐ経営戦略の策定を行う」とあるが、計画と戦略の意味をどう考えているのか。（引き継ぐとはどういう事なのか。計画があって、戦略・戦術があると考えるが。）平成２８年３月に公表とあるが、嘘ではないか。　　　　　　　　　【回答】「経営戦略」は総務省からの通達に基づくものです。「経営計画」の修正版です。総務省の通達から公表は平成２７年度末とする必要があった。　　　　　【質問３】給水原価は如何にして計算しているのか。（以前にも要求したが、水源別（せめて多度地区、旧桑名地区、長島地区別）の原価を公開して欲しい。県水で長良川系として年間いくら余分にお金を払っているのか。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【回答】水源別（多度地区、旧桑名地区、長島地区別）の給水原価は、人件費や業務費など各地区別に分離する事が難しい部分があるので算出していない。長良川系として余分に払っている金額は約２５００万円です。　　　　　　　　　　　　　　【質問４】「コストキャップ型」下水道事業で、１０年で９０％まで本当に普及が可能なのか。（「コストキャップ型」の説明と委託費用、現行との予算上の対比など市民向けに明らかにして下さい。）　　　　　　　　　　　　　　　　　【回答】「コストキャップ型」下水道とは、従来の下水道検討プロセスとは異なった新しいアプローチとして、厳しい地方財政を前提とした投資可能額等の整備目標を設定し、新しい手段（低コスト手法）の活用を検討したうえで、持続可能な下水道経営（施設建設及び維持管理等）を目指すもの。今回、未普及地域のうち約３５５ｈａの地域を日本下水道事業団に委託し事業費８６～９０億円かけ１０年間で整備する。現行の桑名市発注分（年間２億円）と民間による開発などで年間０．５％、１０年で５％の向上を見込むと９０％に到達する。　　　　　　　　　　　　　　【質問５】「水道料金は平成２９年度５.２億円増（２７.４％）、平成３３年度２.４億円増（１２.６％）の料金改定、下水道使用料は平成２９年度（２１.３％）の料金改定を行う方針とする。」金額の根拠を分かりやすく説明して下さい。　　　【回答】今後１０年以内に実施すべき事業を計画期間内に落とし込んだ。財政的、人材的問題などを考慮し、持続的な上下水道サービスのために先延ばしできない事業を最優先に選定して財政計画との調整を行った。（金額に対する回答はなし）【質問６】本当に「料金改定なしに経営を持続する事は出来ない」のか。部の努力は。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【回答】コスト意識を持ちながら、少ない投資で高い効果を上げる技術の導入や効率化の努力は継続していくが、安定した収入確保無しでは、古い設備を新しくする体力をどんどん失っていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
リニア新幹線訴訟　安全にも環境にも疑念深まる
ＪＲ東海が２０２７年開業をめざし一部で着工しているリニア中央新幹線事業（東京・品川―名古屋）に対し、７００人を超える市民が国に事業の認可取り消しを求める訴訟を５月２０日に起こしました。　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ自然環境や沿線住民の平穏な生活が壊されることや、大半を地下深く超高速で走行することの安全性や防災対策などについて国民が疑念と不信を抱き続けていることを浮き彫りにしています。ＪＲ東海と政府は「建設ありき」の推進姿勢をあらため、国民の声に耳を傾けるべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ深刻なのは、地震への対応をはじめリニア運行の安全性に大きな疑問があることです。リニア建設ルートには糸魚川―静岡構造線など日本でも有数の活断層が多く存在しています。ＪＲ東海は、活断層の通過は｢短い距離｣にするなどと説明しますが、不安はぬぐえません。時速５００キロという超高速走行中に、断層が大きくずれる巨大地震に直撃されたらどうなるのか｡かりに｢安全停止｣しても､１０００人もの乗客をどう地上まで避難させるのか。いまも活動が収まらない熊本地震の状態をみても、活断層がもたらす危険をいささかも軽視することはできません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ人口減少社会のなかでリニア新幹線が経営的に成り立つのかという疑問も消えていません。このままの推進は将来に重大な禍根を残します。本格着工前の今なら間に合います。住民の声を受けとめ、政府は見直し･中止を検討すべきです｡　　　　　ｐ当初、ＪＲ東海は単独で施工を予定していましたが、名古屋―大阪間の完成を早めるために国は資金の支援を言い出しました。桑名地区は西部の地下の大深度を通過します。残土の問題、安全性の問題など多くの疑問がありますが、桑名市長は早期着工を県と共に国に要望しています。
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２５９　　　　２０１６年　　６　月　　２　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































